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観光白書は1963年（昭和38年）に制定された観光基本法に基づき、翌年1964年（昭和39年）4月
に初めて作成された。現在は、2006年（平成18年）に制定された観光立国推進基本法に基づいて作
成されており、平成29年版観光白書は、通算で第54号となる。

2016年（平成28年）に我が国を訪れた外国人旅行者は、史上初めて2000万人を超え2404万人と
なるとともに、その旅行消費額も過去最高であった2015年（平成27年）を更に上回り3兆7476億円
となる等、インバウンドの勢いは加速しており、観光は我が国の経済を支える産業へと成長しつつ
ある。

2016年（平成28年）3月30日、内閣総理大臣を議長とする「明日の日本を支える観光ビジョン構
想会議」において、2020年（平成32年）に訪日外国人旅行者数4000万人、訪日外国人旅行消費額8
兆円等の新たな目標とその目標達成に向けた各種施策を盛り込んだ「明日の日本を支える観光ビ
ジョン」（以下「観光ビジョン」という。）をとりまとめた。観光ビジョンは、「観光は、『地方創生』へ
の切り札、GDP600兆円達成への成長戦略の柱」の認識の下、我が国が世界に誇る自然・文化・気
候・食という観光振興に必要な4つの条件をフルに活用して、国を挙げて「観光先進国」を目指すべ
く、幅広い分野にわたる数多くの具体策に政府一丸となって取り組んでいく方針を打ち出した。

現在、2020年（平成32年）の目標達成に向けて観光ビジョンに盛り込まれた様々な施策が一つ一
つ具体化され、政府一丸となった体制の下で展開されつつあるが、これら施策の重要な目的の一つ
は、ゴールデンルート以外の地方についてもより多くの訪日外国人が観光の目的地として訪問する
ように誘導し、その地方での消費を促すことで、観光を地方創生の切り札として活用できるように
することである。このため、長年日本人の国内旅行先として親しまれてきた国内観光地についても
新たな視点で未来を視野に入れた展開・発展が求められるようになっており、本年の観光白書で
は、このような国内観光地に焦点をあて、持続可能な賑わいを有する観光地づくりに向けた各種取
組のあり方について特集した。

観光をめぐる情勢が大きく変化している中、全国各地の国内観光地が賑わいを10年、20年と持
続させていくためには、観光資源の磨き上げや観光地域づくりなどに関する各地の代表的事例から
効果的な取組やその要素を学び、それを全国各地で共有していくことが重要である。

日本には、長年に渡り観光地として取組を続けてきた結果、現在においても賑わいを維持してい
る地域、一度は賑わいが落ち込んだものの回復してきた地域、あるいは現在でも落ち込み続けてい
る地域が存在する。本書では、そのような地域を調査し、各地の取組を長期的なスパンで追った結
果、賑わいを維持していく上で取り組むべき事項として、「地域の関係者が連携した観光資源の磨
き上げ」「インフラ整備と連動したソフト対策の実施」「マーケティングにおけるターゲットの明確
化」の3点を示唆として得ることができた。

また、上記3点の示唆を実現するためには、行政や公的機関、観光関連以外の企業も含めた幅広
い企業等の関係者が参加する場を設け、関係者のコンセンサスに基づいた具体的な目標や戦略を打
ち出すことが有効であり、この方法として、DMOを設立して、適切に運営することが有効と考え
られる。
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人口減少・少子高齢化が進展する中、国内外からの交流人口の拡大によって地域の活力を維持
し、社会を発展させるとともに、諸外国との双方向の交流により、国際相互理解を深め、国際社会
での日本の地位を確固たるものにするためにも、日本全国津々浦々で、賑わいのある観光地づくり
に向けた取組が、より一層加速化されていくことを期待したい。

訪日外国人旅行者数2000万人の達成はあくまで通過点にすぎない。今後、益々世界中で人の往
来が活発化する中、多くの人から日本が観光のデスティネーションとして選択され、そしてさらに、
二度三度と訪れたくなるような「世界が訪れたくなる日本」へと飛躍するため、2017年（平成29年）
は正念場の年であり、政府及び自治体、官民がともに問題意識を共有し、それぞれ取り組んでいく、
本白書がその一助となれば幸いである。
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